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１．はじめに 

日本は山国であり，送電線，橋梁，風力発電設

備など，多くの社会基盤施設が山岳地帯に建設さ

れている．社会基盤構造物は柔らかく細長いため

に，風に対して大変敏感である．また，近年構造

物の大型化に伴い，台風による送電線鉄塔や大型

風車などの倒壊事故が多く発生している１）～３）．社会

基盤構造物の耐風安全性を向上させるため，複雑

地形における局地風の高精度予測と長い再現期間

における設計風速の評価は重要である４）．本研究

では複雑地形上の局地風に関する高精度予測モデ

ルを提案すると共に，長い再現期間における設計

風速の新しい評価手法を確立する． 

第２章ではまず，流体力学の基礎方程式をベー

スとした非線形風況予測モデルを開発し，単純地

形及び複雑地形を対象とした風洞実験の結果と比

較することにより，その予測精度を明らかにする．

そして，雑地形における新しい境界処理手法を提

案し，計算領域の境界付近における流れ場の予測

精度を向上される． 

 第３章では，過去40年間における気象台で得ら

れた地上観測データと天気図の等圧線データを用

い，台風の移動速度，移動方向，中心気圧の低下

量，最大旋衡風速半径，年平均上陸数などの台風

の性質を表す基本パラメータに関するデータベー

スを作成する．また台風シミュレーションに関し

ては任意地点に適応できる混合確率分布関数を提

案すると共に，台風パラメータ間の相関関係と

個々のパラメータの確率分布を同時に満たすこと

ができる修正直交変換法を提案する．本研究で構

築されたデータベースと新しい評価手法を用い，

日本の5つの代表地点における年最大風速を評価

し，観測データと比較することにより，その有効

性を示す． 

 最後に，本研究で提案された予測システムの有

用性は実測データを用いて検証する．まず 1997

年の1年間における竜飛ウインドパークで得られ

た10分間平均風速データと比較することにより，

複雑地形における局所風況の予測精度を明らかに

する．そして，2002年10月1日に関東地方を直

撃し，送電線鉄塔７基を倒壊させた台風 21 号を

対象にして，本研究で構築された強風予測システ

ムにより，茨城県水郷地区で得られた風向・風速

記録を再現する． 

 

2．非線形風況予測手法の開発 

構造物に作用する風力は風速の２～３乗に比例

することから，小さな風速の予測誤差が大きな風

力の予測誤差につながる．そのため社会基盤施設

の計画段階においては施設の建設場所における正

確な風況予測が大変重要である．しかし，現在複

雑地形における局地風況を予測するために広く使

われている風況予測モデルは Jackson & Hunt 

により提案された線形モデル（JHモデルと呼ぶ）

に基づくものであり，わが国のような急峻な地形

における複雑風況を精度よく予測することが困難

である．過去の研究によると，JH モデルは山型

地形に対して傾斜角 15 度を超えると 50%以上の

予測誤差が風下斜面で生じる．日本の山地の殆ど

は平均傾斜角が 15 度を超す急峻な山地であるた

め，流れの剥離を再現できる非線形モデルの開発

が強く望まれる． 

そこで，本研究では，剥離を伴う複雑地形上の

大気乱流の高精度で予測可能な非線形モデルを開

発し，任意傾斜勾配を有する急峻な地形における

平均風速の高精度の予測精度を可能にする． 

 

2.1 数値モデル 

本研究で用いた基礎方程式は (1)-(4) 式に示す．

これらの式を数値的に解くことにより，３つの平

均風速成分 ui，圧力 p，乱流エネルギーk と消散

率が得られる．  
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ここで， は空気密度，  は層流粘性係数, t は

乱流粘性係数である．乱流モデルは標準ｋ－を用

いた． 

本研究で開発した非線形風況予測モデル

MASCOT（Micro-climate Analysis System for 

Complex Terrain）は従来の線形モデルに比べ，

以下の特徴を持っている５）～１３）． 

１）本モデルは一般座標系を採用し，任意傾斜

角度をもつ地形を対応でき，また鉛直方向に不等

間隔格子，水平方向にズーミング格子を採用する

ことにより，必要な領域に格子を集中させること

ができる． 

２）離散化手法としては質量及び運動量の保存

則を満足する有限体積法を用い，数値解法には安

定性の高い半陰解法SIMPLE法を採用している． 

３）乱流モデルとしては標準k－または修正k

－モデルを用いることにより，平均風速場のみな

らず，剥離を含む複雑流れ場の変動風速の標準偏

差を精度よく予測することが可能である． 

４）また複雑地形における局所風況を予測する

ため，新しい境界処理手法を開発し，境界処理が

内部領域に与える影響を最小限にした． 

５）大規模線形連立方程式を高速かつ安定に解

くための手法を提案し，100 万格子を用いた

10km 四方の風況予測は１台のコンピュータで１

時間以内に解析することが可能である． 

６）本プログラムは標高（50m分解能）と地表

面粗度（100m 分解能）に関するデータベースを

備えており，任意地点における緯度，経度を入力

すれば，風況解析が可能となる． 

７）更に対象領域内の１地点における風速・風

向の時系列データ（観測または気象予測から）が

得られていれば，年平均風速，平均風速の日変化

や月変化，または平均風速のワイブル分布が得ら

れる． 

8）本プログラムはグラフィック・ユーザー・

インターフェイスと流れ場の可視化ツールが備え

ており，解析開始する前に，対象地点の標高，地

表面粗度，また解析に使用される格子，観測地点

や風車の位置を確認できる．更に解析結果は等値

線，風速ベクトルなどの可視化ツールにより見る

ことも可能である． 

 

図 1 地形の等高線と測定点の配置 

2.2 複雑地形上の流れ場の予測 

非線形モデルの予測精度を検証するために，北

海道積丹半島先端の一部を対象とした解析を行っ

た．この場所は北海道代表的地形であり，縮尺

1/2000 の地形模型を用いた風洞実験も実施され

ている 12）． 図1に地形の等高線と測定点の配置

を示す．この図から分かるように，測定点Ｂ，C，

D ではS 風向からW 風向にかけて複雑に入り組

んだ地形が広がり，谷に沿う風が大きく増速する

ことが予測される．事実，風洞実験から，地上40

ｍの高さでは３０％以上の風速の増加が予測され

ている．ここでは，風洞実験で測定した代表的な

地点における流れ場を解析した． 
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図 2 B地点における地上10mでの風速分布 
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図 3  B地点における風向別風速比 

まず尾根の上に位置するB地点について調べる．

この地点の周りは複雑に入り組んだ谷があり，風

向によって風速の変化が大きい．図2にはB地点

付近における南西風向の地上 10m での風速ベク

トルを 示す．図中に地形の標高を記し，色の濃い

ところは高い標高を表す．B地点の南 には南南西

向きの深い谷があり，風が南西から吹くときに，

B 地点での地表面付近の風の風向は南向きに変

化している．線形モデルによる予測ではB点付近

の風向は地形がないときの風向とほとんど変わら

ず，このような風向の変化は全く見られない． 

図3にはB 地点での地上40mにおける風向別

風速比を示す．横軸は風向を表し，0 度は北風，

180 度は南風に対応している．縦軸は風速比を表

す．点線が実験値，実線は本研究で開発した非線

形モデルによる予測結果，一点鎖線は線形モデル

による予測結果を示す．線形モデルは全体的に風

速を過大に評価している．特に，風が南西(225度)

から吹いてくるときの過大評価が顕著である．一

方，本研究で開発された非線形モデルによる予測

結果は偏りがなく風洞実験の結果を再現している．

速が過大に評価されていることが分かる． 
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図 4 F地点における垂直断面内の風速分布 
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図 5  F地点における風向別風速比 

次に，線形モデルによる予測誤差が最も大きか

ったF地点について調べる．図4には測定点F地

点を通る鉛直断面内における風速ベクトルを示す．

風が崖に直角となる北東方向から吹くときに急峻

な崖の前縁から流れの剥離が起こる．このような

剥離は線形モデルから全く予想されない．その結

果，線形モデルによる平均風速値は風洞実験によ

る結果より大きくなる． 

図5にはF地点での風向別風速比を示す．B 地

点と同様に線形モデルは全体的に風速を過大評価

していることがわかる．特に流れの剥離が起こる

北東風向では，実験値は大きな減速を示している

のに対し，線形モデルの値は他の風向とほぼ変わ

らない．これは線形モデルが流れの剥離を再現で

きないことによるものである．一方非線形モデル

による予測結果 は風洞実験結果とよく一致して

いる． 

 

2.3 新しい境界処理手法の提案 
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単純地形と異なり，複雑地形上の流れを数値的

に解析する場合には，連綿と連なる実地形の一部

を取り出して計算する必要がある．その際に，取

り出した計算領域の境界をどのように処理するの

か，また上流の地形の影響をどのように考慮する

のかが問題となる． 

対象領域風

計算領域

xc1 xt1 xt2 xc2

yt1

yt2

L (6km)c

x

y

モデル地形

16km

付加領域

L (6km)c

xa

側面緩衝領域上下流緩衝領域

s

w

syc1

yc2

L (6km) wc

 
図6 解析の対象とする各領域の定義 

図6には解析の対象とする各領域を示し，図中

に斜線で示す正方形(一辺の長さ6km)が風況予測

の対象領域，その上流に付加領域，さらにその周

囲に緩衝領域がある．計算領域はこれら全ての領

域を含む領域で，図に点線で示す．本研究では対

象領域の中心に原点をとり，また各領域の大きさ

を表す記号を図6に併記した． 

 

図7 各種の側面緩衝領域の比較 

 

図8 高さ41ｍでの風速成分u の変化 

 図7には本研究では提案した境界処理手法と従

来の研究で使われてきた境界処理手法との比較を

示す．図中の実線がモデル地形，鎖線が従来の手

法(I)による地形，一点鎖線が従来の手法(Ⅱ)によ

る地形を示す．また，本研究で提案する手法によ

る地形を点線で示し，元地形と断面積が等しくな

るように設定されている． 

図8に，各境界処理手法を用いて求めた地表面か

ら41ｍの高さにおける平均風速の風直角方向( y

方向)の変化を示す．黒丸は参照値，鎖線は従来の

手法(I)，一点鎖線は従来の手法(Ⅱ)，実線は今回

提案した境 界処理手法により計算した平均風速

を示す．境界処理手法によって，対象領域内の平

均風速が大きく異なる．従来の手法(I)を用いたケ

ースでは風速が参照値に比べ過大に評価されてい

る．一方，従来の手法(Ⅱ)を用いたケースでは風

速が過小に評価されている．これは緩衝領域上の

流量が過小または過大に評価されているためであ

る．それに対し，今回提案した境界処理手法によ

り計算した平均風速は参照値とほぼ同じ値を示す．

この傾向は他の高さにおいても見られる． 

図9にはＡ地点（図8）での平均風速の鉛直分布

を示す．鉛直方向全域にわたって，上で述べたよ

うな傾向が見られ，また高さが高くなるにつれて，

参照値との差が小さくなるものの，従来の手法に

よる平均風速の過大または過小評価は200mの高さ

でも見られる．本研究で提案された手法により計

算された平均風速は参照値との差が小さいことが

分かる． 

 

図9 Ａ地点での平均風速の鉛直分布 
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3．新しい台風シミュレーション方法の提案 

近年構造物の大型化に伴い，構造物の耐風安全

性の向上や耐風設計の合理化のために長い再現期

間の設計風速が必要となる．現在日本における風

観測は最長 70 年間しかないため，長い再現期間

（例えば，1000年）に対する年最大風速の算定は

外挿となってしまう問題がある．この問題を解決

するために，台風シミュレーションによる設計風

速の評価手法が提案されてきた． 

台風シミュレーションでは①まず過去の台風観

測データにより，台風の年発生数λ，最接近距離

dmin，進行方向θ，進行速度Ｃ，中心気圧低下量Δ

Ｐ，最大旋衡風速半径Ｒｍの６つのパラメータの

確率分布を求める．次に，②各パラメータの確率

分布に従い，人工的に台風を発生させる．そして，

③発生された台風の気圧場から上空風を求め，地

表面の粗度や地形の効果を考慮して地上風に変換

し，地上風の年最大風速を求める．最後に，④シ

ミュレートした数千年～数万年間の年最大風速を

大き順に並び，年最大風速の確率分布を求め，任

意再現期間の風速を算出する． 

台風時の上空風は，発生された台風の経路，移

動速度，気圧場に依存するため，個々の台風パラ

メータの確率分布を正確に再現するだけではなく，

台風パラメータ間の相関関係の再現も重要である．

また台風パラメータの確率分布及び台風パラメー

タ間の相関関係を正確に求めるための精度の高い

台風データベースも必要である． 

そこで，本研究では，まず台風の性質を表す基

本パラメータ（台風の移動方向，移動速度，中心

気圧の低下量，最大旋衡風速半径，年平均上陸数

など）に関する新しいデータベースを作成した．

そして，台風シミュレーションに関しては任意地

点に適応できる混合確率分布関数を提案すると共

に，台風パラメータ間の相関関係と個々のパラメ

ータの確率分布を同時に満たすことができる修正

直交変換法を提案した．最後にこれらの新しい手

法を取り入れ，台風シミュレーションプログラム

MOST（Monte-Carlo Simulation for Typhoon）を完

成した．本研究では台風シミュレーション手法の

再現精度を検証ために，最終的に台風パラメータ

により算出される風速値を用いた比較検討を行っ

た． 

 

3.1 台風データベースの構築 

台風気圧場同定の際には従来の気圧の地上観測

データに加え，天気図の等圧線情報を利用するこ

とにより，気圧場同定の成功率は従来の13%から

66%へ向上した．これにより，日本を含む東アジ

アをカバーできる台風データベース TDB

（Typhoon Data Base）の作成を可能にした． 

表１ 台風に関する観測データ

 
観測期間 

（year） 

時間間隔 

（hour） 

気圧精度 
（hPa） 

台風経路デ

ータ 1951－2000 ≦6  5 

気圧の地上

観測データ

1961－1990 
1991－2000 

3 
1 0.1 

天気図 1951－2000 12 5 

 
図10 気圧の地上観測地点 

表１には今回の台風データベースの作成に使用

した観測データの一覧を示す．３種類のデータの

中には台風経路データと気圧の地上観測データは
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気象庁によりデジタル化されたものを使用した．

台風経路データの時間間隔は 1991 年以前には 6

時間，1991 年以降は台風が日本に近い場合に 3

時間となっている．また気圧の地上観測データは

1961－1990年までは３時間，1991年以後は１時

間となっている．図１0 には気圧の地上観測地点

を示す．一方，天気図はこれまでにデジタル化さ

れたものがなく，本研究では1951年～2000年ま

での1297個の台風を含む天気図16364枚を収集

し，中心位置，等圧線データをデジタル化し使用

した． 

図11には天気図データを利用して気圧場を（5）

式により同定した一例を示す．中心気圧は台風経

路データから得られるため，ここではRmとP∞を

観測データから同定することとなる．  

( ) exp m
c p

p c

R
P r P D

r

D P P

     
 

 
   （5） 

天気図データを使用しない場合には気圧の地上

観測データ（赤四角）のみを使用するため，台風

が日本に上陸するまでの気圧場を精度よく同定す

ることが不可能である．一方，天気図データ（青

丸）を加えると，台風中心付近のデータ数が増え，

気圧場の同定が可能となった． 

920.0

940.0

960.0

980.0

1000.0

1020.0

0 100 200 300 400 500 600

式(1)

天気図

地上観測

気
圧
(
h
P
a)

台風中心までの距離(km)

T9119 9.25.09

 
図11 気圧場の同定 

そして，本データベースにより作成した台風特

性マップを示す．マップ化した範囲は北緯 23～

45°，東経 123～147°とし，分解能は南北方向

40’，東西方向1°とした．ただし，台風通過頻度

の少ない北西部は非表示とした． 
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図12 中心気圧低下量Dp 
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図13 最大旋衡半径Rm 
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図14 移動速度C 

図12と図13には中心気圧低下量と最大旋衡風

速半径の分布を示す．中心気圧低下量は北へ行く

ほど値が小さくなり，一方，最大旋衡風速半径は

北ほど値が大きくなる．つまり台風が北へ行くほ

ど弱くなり，規模が大きくなっている．また中心

気圧低下量の減少は太平洋側より，日本海側の方

が大きいことが分かる．図 14 には台風の移動速

度を示す．北東ほど，移動速度の値が大きくなり，
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台風が加速していることが分かる．台風の加速は

太平洋側よりも日本海側の方が顕著である． 

 

3.2 混合確率分布関数の提案 

従来日本で行われてきた台風シミュレーション

では年発生数λはポアソン分布，最接近距離 dmin

は一様分布，進行方向θは正規分布，進行速度C，

中心気圧低下量ΔP，最大風速半径 Rmは対数正規

分布が使用されてきた．中心気圧低下量の確率分

布の近似式としては日本では対数正規分布が用い

られているのに対して，アメリカではワイブル分

布が推奨されている． 

そこで，本研究では対数正規分布とワイブル分

布との組み合わせによる混合確率分布関数 MPDF

（Mixed Probabilistic Distribution Function）

を提案する．この確率分布は次式により表させる． 

 

2

ln

lnln

1

ln1 1
exp

22

1 exp

x

xx

k k

x
MPDF a

x

k x x
a

C C C






       
   

                

(6) 

ここで，aは混合パラメータであり，0はワイブル

分布，１は対数正規分布を表す．このパラメータ

は最小二乗法により求められる． 

この混合確率分布を千葉と那覇気象台に適用す

ると，千葉ではa=１，すなわち，対数正規分布と

なり，一方，那覇では a=0.2，ワイブル分布に近

い分布となった．これは千葉と那覇における強い

台風の襲来頻度の違いによるものである．千葉で

は強い台風がまれにしか来ないのに対して，那覇

では強い台風がよく襲来する．このように気候的

に異なる地域に対して，単一の確率分布により精

度のよい近似が困難であり，普遍性的な確率分布

の提案が必要であることが分かる． 

図15には日本全国をカバーする5地点（那覇，

宮崎，大阪，千葉，仙台）に混合確率分布関数を

適用し得られた混合パラメータの値を示す．南か

ら北に行くにしたがって，混合パラメータaの値

は約0，2から単調に増加し，北緯34度を超える

と1に漸近する．すなわち，気圧低下量ΔPの分

布はワイブル分布から対数正規分布に移行してい

ることが分かる．これは強い台風の襲来頻度が南

から北へ行くに従って減少していくことに対応し

ている．混合確率分布は中心気圧低下量のみなら

ず，最大旋衡風速半径と移動速度Cにも適用でき，

よい近似精度が得られている．特に移動速度にお

ける混合パラメータは中心気圧低下量と反対な傾

向を示し，南から北へ行くに従って，混合パラメ

ータが減少することがわかる．これは台風の移動

速度が北へ行くにしたがって速くなっていること

に対応している． 
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図15 混合パラメータaの緯度による変化 

 

新しく提案した混合確率分布の効果性を確認す

るために，台風パラメータの観測値より算定され

た上空風の年最大風速と観測値を近似した確率分

布に従い発生した台風パラメータにより求められ

た上空風の年最大風速と比較した．その結果，従

来の手法による長い再現期間の年最大風速の過大

評価は本研究で提案した混合確率分布により大き

く改善された．なお，千葉においては移動速度の

確率分布における混合確率分布の適用が年最大風

速の再現期待値に最も大きな影響を与えた． 

 

3.3 修正直交変換法の提案 

千葉気象台を中心とし，半径 500km 以内に通

過した台風のパラメータ間の相関係数を求めると，

パラメータによって 0.3 を超える相関係数が見ら
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れる．例えば，ΔPとdminとの間に正の相関が見

られた．これは千葉気象台に対して右側に通過す

る台風が強いことを示し，太平洋側に通過した台

風と比べると，上陸側に通過した台風の方が上陸

に伴い減衰していることに対応している．このよ

うな相関を無視すると陸側を通過した台風の強さ

が過大に評価され，年最大風速の過大評価につな

がる．従って，モンテカルロシミュレーションに

より台風を作り出す時，台風パラメータの確率分

布を正しく再現するだけでなく，パラメータの間

の相関関係も忠実に再現する必要がある． 

従来から台風パラメータ間の相関を考慮する手

法は提案されてきた．例えば，Vickery は気圧低

下量と移動速度は緯度の関数，最大旋衡風速半

径は気圧低下量の関数として表している．

Vickery らの手法には幾つかの問題がある．この

手法によりシミュレートされた Rmの確率分布は

目標とした確率分布と一致しない．これは相関を

考慮するために Rmの平均値を変化させたことに

よるものである．つまり，Vickery 手法は台風パ

ラメータの確率分布と相関が同時に再現していな

いことがわかる．またこの手法では，二つの台風

パラメータ間の相関しか再現できないという制約

もある． 

本研究では，台風パラメータ間の相関関係と確

率分布を同時に満足するために，修正直交変換法

MOD(Modified Orthogonal Decomposition)を提

案する．この手法は以下の三つのステップからな

る． 

1) 独立パラメータへの直交変換 

台風を記述するパラメータとしては気圧低下量

ΔP，最大旋衡風速半径Rm，進行速度C，進行方

向θ，最接近距離dminがある．これらの台風パラ

メータから構成されるベクトルは次式により表す． 

        min,,ln,ln,ln dCRPx m
T

i     (7) 

台風パラメータ間の相関行列をSとし，固有値λ

kと固有ベクトルφkの関係は以下のようになる． 

[ ]{ } 0k kS E             (8) 

相関をもつ台風パラメータの観測データxiから無

相関の独立パラメータ zi に式(6)のように変換す

ることができる． 

{ } [ ]{ }i iz x            (9) 

このように得られた独立パラメータziは正規分布

と一様分布からなる混合確率分布関数により近似

する． 

2) 相関の持つ台風パラメータへの逆変換 

次に，推定された確率分布に従って，所定年数

分の台風に関する独立パラメータｚi’を発生し，

固有ベクトルの逆行列をかけて相関を持つ台風パ

ラメータに逆変換する． 
, 1 ,{ } [ ] { }i ix z            (10) 

このように再現した台風パラメ-タから求められ

た相関係数は観測データから直接に求められた相

関係数と良く一致していることがわかる．だたし，

このように発生した台風パラメータの確率分布は

目標とした確率分布と完全に一致していない. 

3) 目標とした確率分布への修正 

この問題を解決するために，逆変換された台風

パラメータに微小修正を加えることにした．逆変

換された台風パラメータと目標とした確率モデル

により発生した値を同時に昇順で並べ，逆変換さ

れた台風パラメータは目標とする確率モデルによ

り発生した値に合うように修正する．この補正は

相関関係を考慮して決定されたパラメータの組み

に対し，微小修正を加えるだけなので，パラメー

タ間の相関係数にはほとんど影響を与えないこと

が分かる． 

最後に台風パラメータの観測値を用いて本手法

の有効性を検証した．図 16 には千葉気象台にお

ける再現期間と上空風の関係を示す．従来の手法

に比べ，本研究に提案した手法により求められた

年最大風速は観測データをよく再現していること

が分かる．また図 17 に示すように本手法による
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求めた那覇，宮崎，大阪，千葉，仙台での上空風

の年最大風速の 50 年再現期待値は北へ行くにつ

れ単調に減少する結果を得た．この結果は台風が

北上するにつれ，弱くなっていくことに対応して

いる．それに対して，台風パラメータの確率分布

並びにパラメータ間の相関関係を同時に再現して

いない従来の手法により求められた年最大風速の

50年再現期待値は，北緯34度を超えると，再び

大きくなるような不自然の結果となった． 

0

10

20

30

40

50

60

70

-2 -1 0 1 2 3 4 5 6

観測結果
無相関
Vickeryモデル
本研究

年
最
大
風

速
（
m
/
s
）

基準化変数　-ln(-ln(1-Fv))

0

10

20

30

40

50

60

70

-2 -1 0 1 2 3 4 5 6

観測結果
無相関
Vickeryモデル
本研究

年
最
大
風

速
（
m
/
s
）

基準化変数　-ln(-ln(1-Fv))  
図16 千葉における上空風の年最大風速 
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図17 年最大風速の50年再現期待値 

 

4．新しい強風予測システムの検証 

4.1 竜飛ウインドパーにおける風速の予測 

まず青森県の竜飛岬を対象とした解析例を紹介

する．竜飛岬には東北電力（株）の集合型風力発

電基地」があり，11 台の風車が設置されている．

図 18 には竜飛ウインドパーク内の風車の配置を

示す．風車1～10号機のナセルの上に風車型風向

風速計が設置されており，風速・風向の 10 分平

均値が観測されている．この例ではウインドパー

クから１ｋｍ離れた灯台で得られた風向・風速デ

ータを参照観測データとして用いた． 

 

図 18 竜飛ウインドパーク内の風車の配置 

 

 

図 19  E－W断面内の平均風速ベクトル（上：

5号機 下：10号機） 

複雑地形が平均風速場に与える影響を調べるた

めに，5 号機と 10 号機の位置におけるE－W 断

面内の平均風速ベクトルを図19に示す．5号機は

山頂の窪んだ地点に位置しているため，風車高さ

での風速が大きく減少している．一方 10 号機は

上り斜面の増速場所に位置しているため，風車高

さにおける平均風速が大きくなっている． 

図 20 には年平均風速の予測結果を示す．図中

の黒四角は局地風モデルによる予測結果，黒三角
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は従来の線形モデルの予測結果を表す．局地風モ

デルによる予測値が観測値とよく一致しているの

に対して，線形モデルWAsPは2～5号機の年平

均風速を過大に評価している．2～5号機では山頂

のやや低い場所に位置するため，主風向 W に対

して上流側の地形の影響を受け，風速が減少して

いる．従来の線形モデルではこのような風速の減

少を再現できない．10 機平均では線形モデル

WASPの予測誤差が14.2%であるのに対して，非

線形モデルである MASCOT は 4.9%となる．非

線形モデルによる予測精度は格段に向上している

ことが分かる． 
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図 20 年平均風速の予測値と観測値との比較 

 

4.2 台風21号の強風特性の再現 

最後に，2003年10月１日に関東に上陸した台

風 21 号を対象に台風シミュレーションを行い，

台風 21 号による送電鉄塔被害が発生した水郷地

区の強風特性並びに鉄塔倒壊現場周辺の強風分布

を明らかにすると共に，現地観測から得られた強

風データと比較することにより，台風接近時の本

システムの予測精度を明らかにする． 

図 2１には台風経路図を示し，図中の数字は日

時と台風の中心気圧を表す．送電鉄塔が倒壊した

10 月１日夜 9 時 27 分ごろには台風 21 号の中心

は災害発生地点の左側に位置し，その約 10 分前

に災害発生地点に最も接近していることが分かる． 

台風 21 号が関東地方に上陸した台風として戦

後最大級であり，しかも移動速度（関東地方では

時速60～75km）が非常に速かった．また今回の

災害発生地点は台風進路の右側に位置し(図 21)，

速い移動速度が上乗せされ，倒壊した鉄塔付近の

風は非常に強かったと思われる． 

 
図21 台風経路図 

国土交通省関東地方整備局霞ヶ浦工事事務所の

風観測データを調査した結果，鉄塔が倒壊したと

見られる 9 時 27 分前後では現場付近の風が最も

強かったことが分かった．例えば，北浦釜谷沖観

測所(以下，地点は図22を参照)では9時20分に

10 分間の平均風速 29.5m/s（南南東風向），霞ヶ

浦湖心観測所では9時40分に10分間の平均風速

28.5m/s（南南西風向）を観測している（いずれ

も高さ約 10m での測定）．また香取線 19 号鉄塔

の隣にある鹿島線鉄塔上（鰐川）に設置された東

京電力の風速計（高さ約70m）では9時20分ま

での 10 分間に最大瞬間風速 56.7m/s（南南東風

向）を観測した． 

 
図22 観測点の位置 
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台風 21 号接近時の強風特性を詳しく調べるた

めに，前節に述べた台風モデルにより地上風を求

めた． 台風シミュレーションに必要なパラメータ

（台風の中心位置，中心気圧，移動速度，最大旋

衡風速半径，中心気圧差）は気象官署で観測され

た気圧データから非線形最小二乗法により同定し

た．また各観測地点における風向別粗度は国土数

値情報の100mメッシュ土地利用データを粗度長

に変換し求めた．その際には観測地点を中心に半

径 8km までの上流側の地表面粗度を考慮した．

図 23 にはシミュレーションの例を示す．図中の

プロットは観測値，実線はシミュレーション結果

を表す． 

0

10

20

30

40

19 20 21 22 23 24

観測値（掛馬沖）

予測値（掛馬沖）

観測値（湖心）

予測値（湖心）

観測値（鰐川）

予測値（鰐川）

風
速
(
m
/s

)

時間 (hour)  

図23 シミュレーションの例 

 まず台風の経路に近い掛馬沖観測点では台風の

接近に伴い風速が増大し，21時を過ぎた時点で一

度小さくなり，その後再び増大している．台風シ

ミュレーションはこの傾向を捕らえている．一方，

湖心観測点では台風の経路からすこし離れている

ため，台風の接近に伴う風速の急な減少はほとん

ど見られず，シミュレーションの結果も観測値と

よく一致している． また災害発生地点に最も近い

鰐川観測点では鉄塔倒壊時刻の前後に風速が最大

となり，10 分平均風速は 37m/s を超えている．

台風シミュレーションの結果はここでも観測値と

よく一致している．鉄塔が倒壊した時刻と見られ

る 9 時 27 分前後では現場付近の風が最も強かっ

たことが分かる． 

 

図24 解析領域内の地表面粗度 

次に，鉄塔倒壊現場周辺の強風分布を求めるた

め，初年度に開発した風況予測モデルを用いた．

予測災害発生地点を含む現場周辺の地表面粗度を

求めるために，国土数値情報の100mメッシュ土

地利用データを用い，土地利用から地表面粗度へ

の変換を行った．また標高は国土地理院の50mメ

ッシュの数値標高データを用いた．解析の対象領

域は鉄塔倒壊地点を中心に20km四方の範囲とし

た．水平方向の格子は100mとし，鉛直方向は地

表面に最も近い格子の高さを5mとし，それより

上は1.1倍の拡大率をもつ不等間隔格子とした． 

図 24 には鉄塔倒壊現場周辺の地表面粗度を示

す．図中の青い部分は地表面粗度の小さい水面や

水田，赤い部分は地表面粗度の大きい都市域や森

林を表している．図中の黒丸は倒壊した香取線６

基の鉄塔の両端にある20号鉄塔と25号鉄塔を示

す．この図から分かるように，鉄塔倒壊地点の南

側には湖があり，更にその風上側には利根川があ

る．周辺地域に比べ，災害発生地点での風上，風

下ともに粗度は小さく，その影響で風が増速した

可能性がある． 

災害発生地点での風速分布を詳しく見るために，
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倒壊した鉄塔を含む断面内（図24の中のA断面）

の風速分布を図 25 に示した．図中の風速は上空

風により無次元化されており，色が赤い程風速が

高い．周辺地域に比べ，鉄塔倒壊地点での風は，

風上側に湖が存在することによって，1 割程度強

くなっていることが分かる． 
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図25 A断面内の平均風速の分布 

鉄塔倒壊地点付近での増速の様子を面的に見る

ために，地上高さ 70m の面内における平均風速

分布を求め，図26に示した．領域は図24の赤線

の正方形で示したC領域に対応している．平均風

速の変化は風方向には小さく，風直角方向に大き

いことが分かる．図 24 からも分かるように，災

害発生地点の風上側には湖のほか，河川や水田な

ど地表面粗度の小さい領域が広がっている．その

結果，周辺地域に比べ，災害発生地点での風速が

高くなり，風の通り道が形成されていると考えら

れる． 
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図26 地上高さ70mでの平均風速の分布 

 

5．まとめ 

本研究から以下の結論が得られた． 

１）本研究では流体力学の基礎方程式をベースと

した非線形風況予測モデルを開発し，従来の線

形モデルに比べ，風洞実験の結果と良い一致を

示した．線形モデルは傾斜角度が10度を越え

ると，風速を過大に評価する傾向がある．これ

は線形モデルが流れの剥離を再現できないこ

とによるものである． 

２）複雑地形上の流れ場における剥離及び風向の

急変は，非線形モデルにより再現されるが，線

形モデルでは再現することことができない． 

３）本研究では複雑地形における新しい境界処理

手法を提案し，従来の手法に比べ，計算領域の

境界付近における流れ場の予測精度を大幅に

向上させた． 

４）過去40年間における気象台で得られた地上観

測データと天気図の等圧線データを用い，台風

の移動速度，移動方向，中心気圧の低下量，最

大旋衡風速半径，年平均上陸数などの台風の性

質を表す基本パラメータに関するデータベー

スを作成した． 

５）台風パラメータに関して任意地点に適応でき

る混合確率分布関数を提案すると共に，台風パ

ラメータ間の相関関係と個々のパラメータの

確率分布を同時に満たすことができる修正直

交変換法を提案した． 

６）本研究で構築されたデータベースと手法によ

り求められた日本の 5 つの代表地点における

年最大風速は観測データとよく一致した．それ

に対して，従来の手法では長い再現期間におけ

る年最大風速が過大に評価されることが分か

った． 

７）本研究で提案された予測システムの有用性と

香25

風 

香20 
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精度を検証するため，1997年の1年間におけ

る竜飛ウインドパークで得られた10分間平均

風速データと比較した．非線形モデルにより予

測された年平均風速は竜飛ウインドパーク内

の10の観測地点においてよい一致した結果が

得られ，10 地点における予測誤差の平均値は

4.9％である．それに対して，線形モデルによ

る予測誤差は14.2％である． 

８）2002年10月1日に関東地方を直撃し，送電

線鉄塔７基を倒壊させた台風21号の時の強風

を調べた．本研究で構築された強風予測システ

ムは茨城県水郷地区で得られた風向・風速記録

をよく再現し，送電線鉄塔倒壊地点周辺の風速

分布を明らかにした． 
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解 説 
社会基盤施設に及ぼす強風の影響は施設設計と運用面から重要な問題となっている．特に

台風時の強風は送電線鉄塔や橋などの社会基盤施設の安全性に大きな影響を及ぼす．21 世紀

は高度情報化社会と言われており，利便性・効率性・集積性が高まると同時に，台風災害に

対する脆弱性も増している．例え短時間であっても，社会基盤施設の機能停止はその地域に

とどまらず，社会全体に甚大な波及的影響をもたらす． 

社会基盤構造物は柔らかく細長いため，風に対して大変敏感である．近年構造物の大型化

に伴い，台風による送電線鉄塔や大型風車などの倒壊事故が多く発生している．これに加え

て，日本は山国であり，送電線，橋梁，風力発電設備など，多くの社会基盤施設が山岳地帯

に建設されている．山岳地帯における台風時の風速・風向を正確に予測できれば，社会基盤

施設の信頼度向上に繋がる．本研究では複雑地形上の局地風に関する高精度予測モデルを提

案すると共に，施設設置地点の気候及び地理的条件を考慮できる新しい台風シミュレーショ

ン手法を確立し，山岳地帯における社会基盤施設の耐風性能向上のための局地強風予測シス

テムを実現した． 

構造物に作用する風力は風速の２～３乗に比例することから，小さな風速の予測誤差が大

きな風力の予測誤差につながる．そのため社会基盤施設の計画段階においては施設の建設場

所における正確な風況予測が大変重要である．しかし，現在複雑地形における局地風況を予

測するために広く使われている風況予測モデルは Jackson & Hunt により提案された線形モ

デルに基づくものであり，わが国のような急峻な地形における複雑風況を精度よく予測する

ことが困難である．過去の研究によると，JH モデルは山型地形に対して傾斜角 15 度を超え

ると 50%以上の予測誤差が風下斜面で生じる．日本の山地の殆どは平均傾斜角が 15 度を超す

急峻な山地であるため，流れの剥離を再現できる非線形モデルの開発が強く望まれる． 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 海岸付近の崖地形における垂直断面内の風速分布と風向別風速比 

本研究は流体力学の基礎方程式をベースとした非線形風況予測モデル MASCOT を開発し，

急峻な山地における複雑な局所風況を予測することを可能にし，従来線形モデルに比べ，そ

の予測精度を格段に向上させた．また，山岳地帯の気流解析における特有な問題，すなわち，

解析領域並びに境界条件の設定方法を新たに提案し，体積保存則を満足する新しい境界処理

手法を実現し，計算対象領域の内における流れ場の予測精度を向上させた．図１は海岸付近
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の崖地形における垂直断面内の風速分布と風向別風速比を示す．風が崖に直角となる北東方

向から吹くときに急峻な崖の前縁から流れの剥離が起こる．このような剥離は線形モデルか

ら全く予想されず，結果的に線形モデルによる平均風速の予測値は過大に評価されてしまう．

このことは風向別風速比の予測結果からもみることができる．特に流れの剥離が起こる北東

風向（45 度風向）では非線形モデルは大きな減速を示しているのに対し，線形モデルはこの

ような風速減少を全く再現することができない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 竜飛ウインドパークと各風車の年平均風速 

非線形モデルによる予測精度の向上は実際の複雑な地形上に建設された竜飛ウインドパー

クにおいても実証された．図 2 には竜飛ウインドパークの航空写真と各風車の年平均風速の

予測値と観測値との比較結果を示す．風車 1～10 号機のナセルの上に風車型風向風速計が設

置されており，風速・風向の 10 分平均値が観測されている．この観測から分かるように風

車の設置場所によって，その地点の風速が大きく異なる．この違いは本研究で開発された非

線形モデルによりよく再現されているのに対して，線形モデルは 2～5 号機の年平均風速を

過大に評価している．2～5 号機では山頂のやや低い場所に位置するため，主風向 W に対し

て上流側の地形の影響を受け，風速が減少している．従来の線形モデルではこのような風速

の減少を再現できない．10 機平均では線形モデルの予測誤差が 14.2%であるのに対して，非

線形モデルである MASCOT は 4.9%となる．非線形モデルによる予測精度は格段に向上して

いることが分かる． 

構造物の耐風安全性向上のために，山岳地帯における局地風の予測精度を向上させると同

時に，任意場所での設計風速の予測精度も向上させる必要がある．現在日本における基本風

速のマップは全国にある 150 箇所の気象官署での風観測データにより推定されたもので，気

象官署から離れた場所での推定精度が低下する問題がある．この問題を解決するために，台

風シミュレーションによる設計風速の評価手法が提案されている．台風時の上空風は，発生

された台風の経路，移動速度，気圧場に依存するため，個々の台風パラメータの確率分布を

正確に再現するだけではなく，台風パラメータ間の相関関係の再現も重要である．また台風

パラメータの確率分布及び台風パラメータ間の相関関係を正確に求めるための精度の高い台

風データベースも必要である． 

そこで，本研究では，まず過去 40 年間における気象台で得られた地上観測データと天気図

の等圧線データを用いて，台風の性質を表す基本パラメータに関する新しいデータベースを
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作成した．そして，台風シミュレーションに関しては任意地点に適応できる混合確率分布関

数を提案すると共に，台風パラメータ間の相関関係と個々のパラメータの確率分布を同時に

満たすことができる修正直交変換法を提案した．これらの新しい手法を取り入れ，台風シミ

ュレーションプログラム MOST（Monte-Carlo Simulation for Typhoon）を完成した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 台風の中心気圧低下量 Dp と移動速度 C 

図 3 には中心気圧低下量と移動速度の分布を示す．中心気圧低下量は北へ行くほど値が小

さくなり，また中心気圧低下量の減少は太平洋側より，日本海側の方が大きいことが分かる．

一方，台風の移動速度は北東ほど，移動速度の値が大きくなり，台風が加速していることが

分かる．また台風の加速は太平洋側よりも日本海側の方が顕著である．新しい台風データベ

ースは日本付近を通過する台風の特性をよく表していることが分かる． 

従来日本で行われてきた台風シミュレーションでは進行速度 C，中心気圧低下量ΔP，最大

風速半径 Rmは対数正規分布が使用されてきた．中心気圧低下量の確率分布の近似式としては

日本では対数正規分布が用いられているのに対して，アメリカではワイブル分布が推奨され

ている．このように，台風パラメータを近似する確率分布は必ずしも普遍的なものとなって

いるとは言えない．そこで，本研究では対数正規分布とワイブル分布との組み合わせによる

混合確率分布関数 MPDF（Mixed Probabilistic Distribution Function）を提案した．この

確率分布は次式により表させる． 
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     (1) 

ここで，aは混合パラメータであり，0はワイブル分布，１は対数正規分布を表す．このパラ

メータは最小二乗法により求められる． 

図 4 には日本全国をカバーする 5 地点（那覇，宮崎，大阪，千葉，仙台）に混合確率分布

関数を適用し得られた混合パラメータの値を示す．南から北に行くにしたがって，混合パラ

メータ a の値は約 0，2 から単調に増加し，北緯 34 度を超えると 1 に漸近する．すなわち，

気圧低下量ΔP の分布はワイブル分布から対数正規分布に移行していることが分かる．これ

は強い台風の襲来頻度が南から北へ行くに従って減少していくことに対応している．混合確

率分布は中心気圧低下量のみならず，最大旋衡風速半径と移動速度 C にも適用でき，よい近
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似精度が得られている．特に移動速度における混合パラメータは中心気圧低下量と反対な傾

向を示し，南から北へ行くに従って，混合パラメータが減少することがわかる．これは台風

の移動速度が北へ行くにしたがって速くなっていることに対応している． 
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図 4 混合パラメータ aの緯度による変化     図 5 上空風の年最大風速の比較 

新しく提案した混合確率分布の効果性を確認するために，台風パラメータの観測値より算

定された上空風の年最大風速と観測値を近似した確率分布に従い発生した台風パラメータに

より求められた上空風の年最大風速と比較した（図 5）．その結果，従来の手法による長い再

現期間の年最大風速の過大評価は本研究で提案した混合確率分布により大きく改善されたこ

とが分かる． 

台風時の上空風は，発生された台風の経路，移動速度，気圧場に依存するため，個々の台

風パラメータの確率分布を正確に再現するだけではなく，台風パラメータ間の相関関係の再

現も重要である．本研究では，台風パラメータ間の相関関係と確率分布を同時に満足するた

めに，修正直交変換法 MOD(Modified Orthogonal Decomposition)を提案した． 
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図 6 再現期間と上空風の関係     図７ 50年再現期待値の緯度による変化 

図 6 には千葉気象台における再現期間と上空風の関係を示す．従来の手法に比べ，本研究

に提案した手法により求められた年最大風速は観測データをよく再現していることが分かる．

また図 7 に示すように本手法による求めた那覇，宮崎，大阪，千葉，仙台での上空風の年最

大風速の 50 年再現期待値は北へ行くにつれ単調に減少する結果を得た．この結果は台風が

北上するにつれ，弱くなっていくことに対応している．それに対して，台風パラメータの確

率分布並びにパラメータ間の相関関係を同時に再現していない従来の手法により求められた
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年最大風速の 50 年再現期待値は，北緯 34 度を超えると，再び大きくなるような不自然の結

果となった． 

最後に，2003 年 10 月１日に関東に上陸した台風 21 号を対象に台風シミュレーションを

行い，台風 21 号による送電鉄塔被害が発生した水郷地区の強風特性並びに鉄塔倒壊現場周

辺の強風分布を明らかにすると共に，現地観測から得られた強風データと比較することによ

り，本システムの予測精度を明らかにした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 観測点の位置          図 9 地上風速の時系列変化  

図 8 に観測点の位置を示す．台風シミュレーションに必要なパラメータ（台風の中心位置，

中心気圧，移動速度，最大旋衡風速半径，中心気圧差）は気象官署で観測された気圧データ

から非線形最小二乗法により同定した．また各観測地点における風向別粗度は国土数値情報

の 100m メッシュ土地利用データを粗度長に変換し求めた．その際には観測地点を中心に半

径 8km までの上流側の地表面粗度を考慮した．図 9 にはシミュレーションの例を示す．図

中のプロットは観測値，実線はシミュレーション結果を表す． 

まず台風の経路に近い掛馬沖観測点では台風の接近に伴い風速が増大し，21 時を過ぎた時

点で一度小さくなり，その後再び増大している．台風シミュレーションはこの傾向を捕らえ

ている．一方，湖心観測点では台風の経路からすこし離れているため，台風の接近に伴う風

速の急な減少はほとんど見られず，シミュレーションの結果も観測値とよく一致している． 

また災害発生地点に最も近い鰐川観測点では鉄塔倒壊時刻の前後に風速が最大となり，10 分

平均風速は 37m/s を超えている．台風シミュレーションの結果はここでも観測値とよく一致

している． 

以上のように，本研究では山岳地帯における社会基盤施設の耐風性能向上のための局地強

風予測システムを構築し，その予測精度を風洞実験や現地観測により実証した．解析例から

分かるように，非線形風況予測モデル MASCOT からは複雑地形における多くの流れ現象を

解明でき，また台風シミュレーションとを組み合わせることにより，任意地点の設計風速を

求めることができる可能である．我が国においては国土の約 4 分の 3 が山地であり，複雑地

形上の風の予測は社会基盤構造物の耐風安全性向上のみならず，風力エネルギーの有効利用，

大気環境評価などの工学問題を考える上で重要である．本研究で開発した局地風予測システ

ムは複雑な地形に囲まれる橋梁や架空送電施設の耐風安全性の向上，強風災害の低減・防止，

列車運行の安全性の確保，風力エネルギーの有効利用，大気環境評価に威力を発揮すること

と期待している． 
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